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デジタル歴史地震史料の活用 
 

加納靖之 1 
 

概要：歴史地震研究の成果としての地震史料集や歴史地震のカタログ（年表）がデジタル化されつつある．既にいく

つかの研究プロジェクトによってデジタル化が試みられ，また実用的なデータベースとして公開されてきた．既存の

デジタル資源の大部分は地震学，歴史学，情報学の協働によって実現したものである．これらを活用した歴史地震研

究を紹介するとともに，今後新たに構築すべきデータベースや取り入れるべき技術や仕組みについて議論したい． 
 

キーワード：歴史地震，地震史料，デジタル化，利活用ツール 
 

Utilization of Materials for Historical Earthquake Studies  
in a Digital Format 

 

YASUYUKI KANO†1 
 

 
 

1. はじめに  

歴史時代に発生した地震について調べる歴史地震研究

は，明治以降の地震学の発展のなかでも研究課題のひとつ

と位置付けられ[1]，地震や火山，関連する現象について書

かれた史資料の収集，編纂，あるいは，それらに基づいた

分析が行なわれてきた．研究の基本的なデータとなる史料

だけでなく，中間的に作成される多種多様な情報を効率的

に扱うため，また，地震学的な分析に計算機が用いられる

ようになるなどの背景もあり，データベースの構築などに

情報学の知見や技術を導入してきたのは自然な流れであっ

たと考えられる． 
本稿では，歴史地震研究において構築，公開されてきた

史料等のデータを概観し，今後必要となるデータについて

検討する．なお，以下では，簡略化のため「歴史地震」あ

るいは「地震史料」等と表記しているが，史料集等には，

火山噴火なども含むものもあり，歴史上の火山噴火に関す

る研究も行なわれている． 

2. Web 上で利用できるデータ 

2.1 地震史料データベース 
これまで収集されてきた地震史料は，史料集として刊行

されてきた．主なものとして，『大日本地震史料』，『増訂大

日本地震史料』，『新収日本地震史料』，『日本の地震史料拾

遺』が挙げられるほか，個別の地域あるいは地震を対象と

した史料集が書籍や論文，報告書の形で刊行されている． 
 「［古代・中世］地震・噴火史料データベース（β版）」

[2][3]は，既刊の地震史料集（特に『増訂大日本地震史料』

の第 1 巻）を参照してデータベース化し，オンラインで公

開しているものである．地震・火山噴火（同データベース
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では「事象」としている）ごとに整理され，約 3000 件の事

象が登録されている．最も古い事象が 416 年の地震（図 1），
最も新しい事象が 1607 年 2 月 6 日の地震である．このデー

タベースでは，「事象日」（和暦および西暦），「種別」，「綱

文」，「史料数」および史料本文を検索・表示することがで

きる．「史料等級」は，参照された既刊史料集にはない情報

で，「史料の信頼性を評価する簡便な指標として」データベ

ース構築に合わせて付与されたものである． 
 
 

 
図 1  ［古代・中世］地震・噴火史料データベース（β版）

の一覧表示画面 
Figure 1 List of search result of Online Database of Historical 
Documents on Japanese Earthquakes and Eruptions in Ancient 

and medieval Ages. 
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このデータベース構築は，「地学，日本史，情報処理の

研究者による学際プロジェクト」[4]であり，現在も修正，

更新が続いている．プロジェクトの主な要素として，電子 
テキスト化と史料批判・校訂が挙げられていた．電子テキ

スト化と史料批判を効率的に進めるため，XML が導入され

ている[5]．史料原本の電子テキスト化にあたっては，「予

算の許す範囲内において原本を忠実に再現することを目指

した」としてプロジェクト内でのマークアップの原則を定

め，また，地震，出典，レコードにそれぞれ一意の ID を

付与している[5]． 
「［古代・中世］地震・噴火史料データベース」は時期

を古代・中世に絞ったものである．近世については，史料

数が膨大であることもあり，既刊史料集の該当巻を対象と

したデータベースは未完成である．いくつかのプロジェク

トにより地震史料データベースが構築・公開されてきた．

主なものとして，「ひずみ集中帯プロジェクト【古地震・津

波等の史資料データベース】」[6]，「都市の脆弱性が引き起

こす激甚災害の軽減化プロジェクト【史資料データベー

ス】」[7]がある．地震史料のデジタル化には「［古代・中世］

地震・噴火史料データベース」で用いられた XML 形式を

踏襲している[8]． 
既刊地震史料集は東京大学地震研究所図書室の特別資

料データベース[9]で PDF として公開されている．また，既

刊地震史料集の項目を検索できる「歴史地震史料検索シス

テム」[10][11]も公開されている．このデータベースで掲載

巻とページを検索し，史料集あるいは PDF を参照するなど

の使い方ができる． 
2.2 歴史地震カタログ（年表） 

地震カタログは，地震について年表形式でまとめたもの

である．現代であれば，地震の発生日時，震源（緯度，経

度，深さ），マグニチュードなどがまとめられている（例え

ば，気象庁の『地震月報（カタログ編）[12]）．歴史地震に

ついても，史料の分析に基づいて複数の地震カタログが作

成されている．『大日本地震史料』などの史料集にも付属し

ているほか，書籍や論文等として出版されているものもあ

る．紙媒体のものが多いが一部はデジタル化され，Web 上

で公開されているものがある．建築研究所の「世界の被害

地震の表（古代から 2014 年まで）」[13] では，世界の歴史

地震も含め検索できる，地震学会の Web サイトでは，「日

本付近のおもな被害地震年代表」[14]が公開されている．

上記の「［古代・中世］地震・噴火史料データベース」で表

示できる事象の一覧表示も地震カタログとみなすことがで

きる． 
地震カタログは，研究の進展によって更新され得るもの

であり，紙媒体，Web 公開を問わず，最新の情報を公開す

ることはもちろんのこと，修正履歴や根拠となった史資料，

あるいはカタログ相互の引用・被引用関係などの情報など

も含めて公開されることが望ましい． 

欧州では歴史地震に関わるデータベースとして，AHEAD 
(European Archive of Historical EArthquake Data) [15]が公開

されている．地震カタログのほか，個々の地震のカタログ

値推定の根拠となった文献までたどれるようになっている．

地震カタログや震度の推定地点は，地図上に表示され，検

索も可能である．地震あるいは地点から，史資料に書かれ

た対応する揺れや被害の状況，それらから推定された震度

などを調べることもできる．震度推定の基準は別途標準化

されている[16]． 

3. 今後整備が必要となるデータ 

「［古代・中世］地震・噴火史料データベース」では，

地震史料に含まれる時空間情報を活用する GIS ツールの一

例として「震度ベータベース」が構想されていた[5]．この

ことに限らず，歴史地震研究に必要な情報基盤や史資料整

理の考え方については，[4][5]やこれらを収録した『月刊地

球』の特集号で既に提示されているが，現状も踏まえデジ

タル化が必要となるデータについて検討する． 
地震史料と地震カタログを統合したデータベースを構

築し公開することができれば，地震学のみならず他分野で

の活用も広がるだろう．その際，すべての情報を統合した

巨大なデータベースを構築するよりも，いくつかのデータ

ベースの連携によって実現することを考えたい．史料ある

いは史料本文のデータベースは上記のように部分的には構

築されており，今後も構築が続けられると考えられる．現

時点で欠けているデータとして，(a) 個々の地震について

のこれまでに把握されている震度分布（[5]が構想した「震

度データベース」），(b)史料の利用歴や所在，が挙げられる．

(a) は地震学的な分析に直結する情報である．(b) は歴史地

震研究に取り組む研究者は経験的に把握している一方で，

新規に参入する際にすぐに会得できず，研究開始の障壁と

なり得るような情報といえる．また，推定された歴史地震

の信頼性の評価や研究の再現性確保のためにも欠かせない． 
 

 
図 2  midop と既存の歴史地震の震度分布データを用いて

構築した日本の歴史地震の「震度データベース」の例 
Figure 2 Example of “intensity database” for Japanese 

historical earthquakes build using midop. 
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日本の歴史地震の震度分布については，現状では公開さ

れているデータベースはないようである．「震度データベー

ス」は上記の AHEAD の日本版ともいえるものである．

AHEAD のコンテンツは，震度データをインタラクティブ

な地図に変換するためのソフトウェア midop [17]によって 
構築されている，midop を用いれば，手元の表形式の地震

と震度分布をもとに類似のサイトを構築することができる．

図 2 は，「わが国の歴史地震の震度分布・等震度線図（改

訂版）」[18]に掲載されている地震カタログおよび震度分布

をもとに構築した震度データベースの表示例である．

midop では複数の典拠に基づいてデータベースを構築でき

る．これまでの歴史地震研究の成果を整理し，一覧できる

Web サイトとしての「震度データベース」として構築を進

める予定である． 
史資料の利用歴や所在については，「れきすけ」[19][20]

の試みがあり，仕組みやデータを共通化し，連携すること

でより効率的に歴史地震のデータベースを構築することが

できるだろう．また，近年 IIIF (International Image 
Interoperability Framework) に対応したデジタルアーカイブ

が増加し，史資料画像が公開されるケースが増えてきてい

る．IIIF 化によって，地震史料集に引用された部分の画像

や版面を直接リンクできるようになり，効率的に史資料に

アクセスできるようになる．既刊地震史料集に収録された

史料のいくつかは，IIIF を利用したデジタル史料集とする

ことも可能である．また，「歴史地震史料検索システム」[10]
では，一部の史料集について，国会図書館デジタルコレク

ションで公開されている IIIF 画像にリンクされ，効率的に

史料集の版面にアクセスすることができる． 
東京大学地震研究所では，『新収日本地震史料』の編纂

の際の資料として写真帳が残されている．これは，史料の

写真と解読テキストを史料ごとあるいは調査ごとにまとめ

たもので，地震研究所の共同利用[21]を通じて閲覧できる．

この写真帳は史料集と史料原本との中間的な情報であり，

既存の歴史地震カタログの個々の地震についての推定値の

根拠や史料原本の探索のために有用である． 
LOD (Linked Open Data) の技術は，歴史地震研究に関わ

るデータにも適用できるだろう．既に，被害の発生したも

のを中心に多数の歴史地震が Wikiedia でも立項されており，

DBpedia の構造化された情報をリンクできる．地震史料の

記述の鍵となる時間や空間情報に関する LOD も整備され

ており，これらをリンクすることで，他の情報システムと

の相互利用性を高めることができると考えている． 

4. おわりに 

 本稿では主として日本の歴史地震研究の対象となる史資

料等のデータのデジタル化の状況と課題について述べた．

歴史地震研究の対象となる史資料には，地震以外のことも

書かれているものが多く（例えば日記史料など），逆に，地

震以外の分野で対象となる史資料に地震のことが書かれて

いる場合もある．史資料のデータの整理・公開や利用を進

め，利用できる史資料データが増えることにより，より研

究が進む好循環が生まれるはずである．その具体例として

地震史料のデジタル公開のあり方を検討していきたい． 
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